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中期経営計画では、当社の「ありたい姿」を「豊かな未来のために価値創造し続ける企業グループへ～社会に必要とさ
れ、社会に貢献する会社～ 人と技術をコアに事業を通じて社会的課題を解決することで企業価値を向上する」と掲げま
した。当社を取り巻く事業環境が大きく変わる中、企業価値を持続的に成長させていくためには、DXによりビジネスを
変革する必要があると認識しています。

DX推進の重要性

DX推進体制

当社のDXは、取締役会ならびに社長である私自らが戦略を立て推進します。執行責任者はCDO上地が担い、中期経営
計画と連動したDX戦略を実行していきます。より実行力を高めるべく、今期より当社のIT組織を全社横断的な組織に変
更しました。この組織の中に技術者を集約し、中期経営計画で掲げている通り、他社と差別化するため のシステム開発

を手の内化すべく取り組んでいきます。更にデジタル技術を備えデータを活用しながらソ
リューションを提供していきたいと思います。

当社を取り巻く事業環境は激変しています。同時に技術革新のスピードは予想以上に速
くなっています。社会のニーズが変わる中では事業を変革できなければ生き残っていけな
いと考えています。この変革に向けて全社を挙げて取り組み、「社会に必要とされ、社会
に貢献する会社」を目指してまいります。

2022年10月
代表取締役社長 石田 將人



当社は、経営戦略上の重要課題（TGマテリアリティ）の1つに「ICTの徹底活用」を掲げており、「お客様の豊かな
暮らしの実現」「ICTの手の内化」「業務改革による生産性の向上」に対する取り組みの主軸として、デジタルトラン
スフォーメーション（DX）を推進しています。

当社のDX戦略として、デジタルテクノロジー活用促進、プロセス改善、組織改革を総合的に組み合わせながら取り組
んでいます。変化し続ける市場環境や幅広いニーズに応え続け、社内外を問わず全方位でDX戦略推進のスピードを上
げて取り組むことが、既存ビジネスモデルの拡大・変革に加え、新規ビジネスモデルの創出にもつながり、企業価値を
向上させると考えます。

事業ごとの生産性向上を図るとともに、縦横の連携強化による業務効率化を実現すべく、2022年4月、IT組織体制を
刷新しました。既存の運用に囚われることなく変革を続けることで、スピード感や専門性を高めていくことが狙いです。
一方で、DX戦略推進を維持する上で非常に重要な、情報システムセキュリティの強靭化も引き続き行ってまいります。

CDOメッセージ
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継続的に成長し続けていくためには、デジタル技術を高度に活用していく企業風土、文化、
制度のルールチェンジを厭わない挑戦心が必要です。加えて社員の成長が欠かせません。
IT人財の教育についても、力を入れて取り組んでいきたいと考えます。

当社は、お客様を起点にデジタル変革を行い、お客様の豊かな暮らしの実現をすることで、
新たなお客様の獲得を目指しています。未来のあるべき姿を描き、お客様に最大の価値提供
ができるDX戦略を志向してまいります。

2022年10月
専務執行役員 CDO 上地 弘祥



豊かな未来のために価値を創造し続ける企業グループへ
～社会に必要とされ、社会に貢献する会社～

人と技術をコアに事業を通じて社会的課題を解決することで企業価値を向上する

当社の「ありたい姿」

当社が描く未来中期経営計画 全社戦略

環境・気候変動問題への貢献 地域社会の活性化

持続可能で快適なスマートライフ 新事業創出による価値創出

再生可能エネルギー事業推進や当社
ネットワークを活用した災害時支援
などにより、環境負荷低減や気候変
動問題に貢献します。

いつでも相談できるICT拠点として
全国各地で重要なアクセスポイント
機能を果たし、ビジネスを通じた地
域社会の活性化を図ります。

ICTの徹底活用により、新時代のデ
ジタルサービスを提供し、社会の持
続的な発展と、より快適なスマート
ライフを実現します。

新事業への進出や成長ドメインへの
積極的な投資を図り、競争力のある
ユニークなブランドを創出します。
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経営ビジョン

• 「人と技術」を中心とした当社グループのエコシステム拡大・拡充により、価値を創造し続け、豊かな未来の実現を目指します。



・外部環境変化によりもたらされるリスクと機会を識別し、8つの重要課題「TGマテリアリティ」を定めています。
・その一つである「ICTの徹底活用」を主軸とし、デジタルトランスフォーメーションを推進していきます。

重要課題（TGマテリアリティ）
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外部環境認識と重要課題（TGマテリアリティ）

外部環境認識 リスクと機会

① 多様性の尊重と人材育成の推進

② ICTの徹底活用

③ Enablerパワーアップ

④ 新規事業に挑戦する企業文化の醸成

⑤ 顧客・取引先との協働による持続的な発展

⑥ 地域社会の一員として共通価値を創造

⑦ 環境問題・気候変動への積極的な取り組み

⑧ コーポレートガバナンスの高度化

人口減少と
高齢化

● 少子高齢化の進展
● 労働力不足
● ダイバーシティ&インクルージョンに対する
意識の高まり

● 情報格差の拡大

リスク
■ 国内人口減少に伴う市場の縮小
■ 労働人口減少による採用難

機会
■ D&Iに対する積極的な取り組みによるイノベーションの創出
■ ICT教育のニーズ増による市場拡大

取引環境の
変化

● 政府の政策変更
● 取引先等の方針・制度の変更
● サプライチェーンの変化

リスク
■ 政府の政策変更によるビジネスモデルへの影響
■ 取引先の事業方針変更による既存ビジネスモデルへの影響、等

機会
■ 営業力・販売力を活かし変化に迅速に対応
■ 知見や経験を活かせる新事業への挑戦、等

生活様式の
変化・多様化

● モノ/コトのデジタル化
● 感染症等による生活様式の変化
● キャッシュレス化の進展
● 働き方改革、健康経営へのシフト
● 情報格差の拡大、等

リスク ■ 店舗販売への影響

機会
■ オンラインとリアルの融合
■ デジタルデバイド解消手段の提供による事業拡大、等

技術革新

● 新技術の登場
● 次世代通信規格（5G、6G）による
技術革新

● AI・ICT・IoT等の普及によるDXの進展

リスク ■ デジタル人材の不足による技術革新への対応遅れ

機会
■ 業務のデジタル化による生産性向上
■ 新技術を活用した新たな事業の創出、等

信頼性への
意識

● コンプライアンスへの意識の高まり
● 事業継続性への高い要求
● 情報セキュリティ徹底へのニーズの高まり

リスク
■ コンプライアンス違反による社会的信用の低下
■ サイバー攻撃等による情報漏洩のリスクと信用失墜、等

機会 ■ セキュアなサービスによる安心の提供

地球環境
● 地球環境問題の深刻化
● 大規模自然災害対応への要求
● 気候変動、脱炭素社会への関心の高まり

リスク
■ 大規模自然災害による事業への影響
■ 環境対策が不十分な場合の企業価値低下、等

機会
■ 再生可能エネルギーニーズの高まり
■ 災害時支援による地域貢献



• 当社のDXは「デジタル技術によるビジネス価値創造」を目指します。2022年度からの5年間を「導入期・展開期」と位置づけ、
PDCAを回し、2027年度から予定する「発展期」に繋げられるよう計画的に推進します。
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DX戦略

DX戦略：デジタル技術によるビジネス価値創造

➤ 「新たなデジタルビジネス・サービスの創出」

➤ 「業務の最適化、生産性の飛躍的向上」

DX戦略を支える重要要素

➤ 「デジタル共通基盤の構築」

➤ 「デジタル人財の育成強化」

➤ 「デジタルトレンド対応」

導入：DXビジョン策定
本格展開のための素地づくり
現場密着の課題解決・体制構築・教育

展開：次期中計に合わせ、DXビジョン実現
変化する環境に柔軟に対応

発展：DXビジョンを更に発展させ、当社ビジネスを改革する

当社DXが目指すもの

当社DXの進め方

発展
（2027~）

展開
（2024~2026）

導入
（2022~2023）



• 現中期経営計画のもと、DX導入期として現場の課題解決を主体としたDXの基盤づくりに取り組んでいます。
さらに、次期中期経営計画と連動して、DX展開期・発展期に向けた次期DXビジョンを策定し実行します。
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次期中計現 中期経営計画（2021~2023）

DX施策

実施中/着手予定 モバイル事業 ソリューション事業 決済サービス事業他 コーポレート

ビジネス創出
当社オペレーションの外販 BtoBデジタルマーケティング 決済ビジネスの高度化・デジタル化 ―

CRM構築・EC本格化・OMO構築

業務最適化
リモートサポート拡大・効率化

ショップ業務のデジタル化

業務システム構築による

見える化の推進
精算業務改善

手数料精算BPR

物流業務のペーパレス化

人財育成
風土醸成

デジタルコア人財育成プログラム（策定・実行） 全社員向けデジタル教育プログラム（策定・実行）

エンジニア育成プログラム（策定・実行） 資格取得の推進

デジタル共通基盤
リモートワーク環境整備 開発業務プロセス標準化・開発委託契約見直し 全社横串のCRM構築

標準クラウドシステムの採用 デジタル人財採用（即戦力）の積極化

ITトレンド対応
最新のIT動向の把握

［ゼロトラスト/SASE，ローカル5G， IoT， Web3.0，DAO等］

導入
（2022～2023）

展開
（2024~2026）

次期
DXビジョン

策定DX戦略
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主なDX施策

法人営業のデジタル強化

・法人営業の強化のため、法人顧客向け全社CRM基盤の構築を推進しています。

・顧客数の急拡大、商材・サービスの多様化、顧客企業の多層化に対応すべく、CRMを基盤とした顧客サポート
センターの設置、受発注システムを導入し、生産性、業務品質の向上に繋げます。

・CRMとSFAを連携し、新規・既存顧客に対するデジタルマーケティングを推進。売上拡大を目指します。
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主なDX施策

紙請求書

独自ファイル共有
システム

データ

自動化

紙請求書

データ
データ

精算業務のデジタル化

通信事業者様

アクセサリー
事業者様

アフィリエイト事業者様
（セキュリティ・アプリ等）

紙請求書

データ

量販店様
（流通・家電）

代理店様

量販店様
（流通・家電）

代理店様

精算管理
システム

データ集約・仕分け

RPA

通信事業者様

アクセサリー
事業者様

アフィリエイト事業者様
（セキュリティ・アプリ等）

取引先様（川上）

取引先様（川上）
取引先様（川下）

取引先様（川下）

精算管理部署

精算管理部署

Before

After

・RPA活用による精算業務の省力化とペーパレス化を実現しました。（月平均処理件数：4,000件以上，仕入先100社以上，代理店/量販店200社以上）

・精算管理業務のさらなるBPRに向け、新精算管理システムの開発を推進しています。
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主なDX施策

接客業務のデジタル強化（オンライン接客）

・店頭に設置したIT機器を通じてお客様の端末初期設定等をオンラインでサポートしています。

・当社直営店約100店舗で実施しており、導入店舗の拡大を予定しています。

各店舗の“初期設定業務”をオンラインサポートセンターに集約
コスト低減と営業活動の時間捻出に寄与

店舗A

オンラインサポートセンター
（当社子会社PCテクノロジー株式会社）

店舗B

店舗C 書画カメラを使い、お客様の端末画面を専用のタ

ブレットPCに表示。オンラインサポートセンター

のスタッフがタブレット上で操作方法をご案内。
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主なDX施策

・リモートワーク環境を整備すべく、以下の取り組みを
推進しています。

⚫ 社外アクセスやクラウド利用中心を前提とした環境整備(ゼ
ロトラストネットワーク化)の推進

⚫ VPNによる社内NW網へのアクセス自動化とセキュリティ強
化

⚫ Active Directoryによる認証基盤の強化

⚫ ビジネス向けクラウドベースのSaaSの積極的利用

⚫ デジタル化によるペーパーレス推進
（稟議申請書の100％デジタル化・電子押印システム導入 等）

・研修とOJTを組み合わせたデジタル人財育成カリキュ
ラムを整備／推進しています。

・育成したデジタル人財の活用計画を策定し、既存
ビジネスの活性化に加え、新規事業への取り組み
を推進しています。

リモートワーク環境整備 デジタル人財育成

ゼロトラストネットワーク整備

ペーパーレス推進



• CDO配下にあるデジタル推進部が全社横断でのDXを推進していきます。

経営会議

取締役会

CDO

ICT委員会
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DX推進体制

DX推進体制 DXへの役員の関与

デ
ジ
タ
ル
推
進
部

B
P
R
推
進
部

コーポレート各部

スマートライフ事業本部

ソリューション事業本部

モバイル第三事業本部

モバイル第一事業本部

モバイル第二事業本部

各支社・支店

取締役のスキルマトリックス

役員 独立性

当社が期待する知見・経験

企業経営
事業戦略

投資
M&A

ICT
デジタル

財務・会計
ファイナンス

法務・人事
コンプライアンス

グローバル経験
国際性

取
締
役

社
内

石田 將人 ● ● ●

菅井 博之 ● ● ●

上地 弘祥 ● ● ●

社
外

樫木 克哉 ● ● ● ●

浅羽 登志也 ● ● ● ● ●

出口 恭子 ● ● ● ● ●

鎌田 淳一 ● ● ● ● ●

諸星 俊男 ● ● ● ● ●

高橋 良定 ● ● ● ● ●

※上記一覧表は、取締役の有する全ての知識や経験を表すものではありません。 2023年６月22日現在

※特に優れている知見・経験を最大4つ記載しています。



• テクノロジーモデル・オペレーティングモデルの両面からアプリ・インフラ・体制・プロセスにおけるDX推進のため
のIT環境整備を行います。

コミュニケーションIT基盤の導入

⚫ クラウドグループウェアの活用による、場所・時間を問
わない社内アクセス、コミュニケーションの実現

基幹系のクラウド化の推進

⚫ 一元化されたデータを場所・時間を問わずに利活用
⚫ 基幹系コストを低減しDX施策への投資を増加

統合データ管理・連携プラットフォームの実現

⚫ 多様な企業内データの一元的な蓄積
⚫ ユーザーによるデータ利活用 戦略的アウトソーシングの推進

⚫ 定型業務の外部委託による、DXへの人財シフト

IT環境の標準化

⚫ IT環境の標準化・共通化による、効率的な
DX対応を実現

⚫ 自由度とスピード感を持たせたビジネス部門主導の
ITと、全社を統制するIT部門主導のITの両立

ICTの手の内化

⚫ 戦略的領域の開発内製化による、サービス提供の
スピード・柔軟性を向上

ゼロトラストの実現

⚫ デジタル・サービスの信頼性と安全性の向上
⚫ デジタルワークプレイス推進に伴い、増加する社内

アクセスへの信頼性と安定性の確保

DX推進のためのIT環境整備

テクノロジーモデル オペレーションモデル

IT環境
整備
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DXの達成状況に係る指標
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• 総合指標として「DX推進指標スコア」「デジタル投資額割合」「システムのクラウド化」をKPIとして設定しています。
また、DX化による財務指標への貢献も意識し活動を行っております。中長期的な目線でも下記指標の向上を目指します。

指標 2022年度実績 2023年度目標

総合指標

DX推進指標スコア(平均値) 2.1 2.5

売上高に対するデジタル投資額の割合 1.08% 1.57％

主要システムのクラウド化 94.4％ 95.0％

財務指標
売上高 4,536億円 4,595億円

営業利益 69.9億円 82.0億円

DXによる業務効率化等により販管費を抑制し、営業利益増益を目指します。


